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既存アンケート調査結果の分析目的

2

本レポートは、令和６年度に実施した「沖縄市生活環境意識調査」報告書のアン

ケート結果を中心に、沖縄市民のICTツールやデジタル機器の利用状況、市政への

参加意識、および行政への要望などを把握・分析し、次期「沖縄市DX推進計画」

の個別施策の策定に活用することを目的として作成しました。



本レポートの内容について
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アンケート結果の見える化 データ分析

• 見える化されたダッシュ

ボードから確認できる内

容をレポート。

• レポートの現状分析には

生成AIも活用。

ＤＸの取組みの示唆

• データ分析結果から、Ｄ

Ｘの取組みの示唆を付記。

• ＤＸの取組みの示唆は、

「経営・財務マネジメン

ト事業」のアドバイザー

より専門的な角度から評

価・指導をいただいた。
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既存調査アンケート

各アンケート項目のデータ分析レポート



あなたにとって沖縄市は住みよいですか？
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１）2023年の回答者数
・1,138人

２）2023年の上位回答
• 2. 比較的住みよい

…696人／61.1%
• 1. 非常に住みよい

…211人／18.6%
• 3. あまり住みよくない

…140人／12.3%

３）アンケート分析
• 過去10年の傾向で

「１．」と「２．」の回
答が83.4％

• 2023年アンケートでは、
「３．」と「４．」は
13.7%だが「あまり」が中
心。

アンケートの見える化 データ分析

ＤＸの取組みの示唆

1. 現行の行政サービスやまちづくりの取組みに、一
定の評価を得られていると判断。

2. 現行の取組みを維持しつつ、その取組みを土台に
サービスの向上・発展を行うことが、住みよいと
思ってもらえる回答のさらなる拡大に繋がると判
断する。



先ほどのアンケートで「１．」と「２．」と回答した理由
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１）2023年の上位回答
• 買い物に便利

…368人／40.6%
• 公共施設が充実

…146人／16.1%

● デジタル分野の設問
• デジタルサービスを利用

しやすい
…10人／0.1%

• 行政のデジタル化の充実
…0人／0%

２）アンケート分析
• 住みよさは「生活利便 ×

施設の安心感」で説明さ
れる構図。

• 一方、デジタル分野では
住民の満足に直結するよ
うなサービスの打ち出し
が必要。

アンケートの見える化 データ分析

ＤＸの取組みの示唆

1. 公共施設利用において利便性を感じるサービスの
提供は効果が見込める。

2. デジタル分野については、まず生活分野に直結す
るサービスで、利便性を感じる体感づくりを始め
る取組みから検討。



あなたにとって沖縄市は住みよいですか？（年代別比較）
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１）アンケート結果
• 「2．比較的住みよい」

…61.03%
• 「1．非常に住みよい」

…18.68%
• 「3．あまり住みよくな

い」
…12.10%

• 「4．非常に住みにくい」
…1.60%

２）アンケート分析
• 各世代とも「比較的住み

よい」の回答割合が最多。
• 「非常に住みよい」「比

較的住みよい」の回答割
合で、殆どの世代が8割を
超える。

• 一方、50代では「非常に
住みよい」「比較的住み
よい」が8割を切っている。

アンケートの見える化 データ分析

ＤＸの取組みの示唆

1. 各世代とも現行の行政の取組みに一定の評価があ
るものと判断し、現行の取組みをベースに、施策
を検討。

2. 50代において「あまり住みよくない」「非常に住
みよくない」の割合が多く、60代で減少はしてい
るが、70代でまた増加している。50代、70代のラ
イフステージにおいて、市の取組みに課題を感じ
ている層がいると想定する。



あなたはどのような情報機器をお持ちですか？（複数選択可）
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１）2023年の回答者数
・2,327人

２）2023年の上位回答
• スマートフォン

…908人／79.8%
• パソコン

…519人／45.6%
• タブレット

…318人／27.9%

３）アンケート分析
• スマホが8割＝主導端末、

PCは約45%＝併用前提。
• スマートフォン、タブ

レットが10年間右肩上が
り。

• タブレット・携帯（非ス
マホ）約3割が一定層とし
て存在。完全デジタル一
本化は不可、多経路設計
が必要。

アンケートの見える化 データ分析

ＤＸの取組みの示唆

1. スマートフォン前提＋PC併用が標準：入力負荷の
高い申請はPCの需要も見込んで、デジタル化の取
組みを検討。

2. 非スマホ（約27%）と非保有（1.8%）が存在：画
面の見やすさを意識したUI、段階を踏んだデジタ
ル通知、紙や電話の並行サービスの継続も不可欠。



あなたはどのような情報機器をお持ちですか？（複数選択可） (年代別比較)
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１）アンケート結果
• 「スマートフォン」

…39.02%
• 「パソコン」

…22.30%
• 「タブレット」

…13.67%
• 「携帯電話・PHS」

…13.24%
• 「インターネットに接続

可能な家電」
…9.54%

２）アンケート分析
• 20代以下では、スマート

フォンの保有率が4割を超
えている。

• 20代～50代が相対的にス
マートフォン、タブレッ
ト、PCの保有率が厚い。

• 70代は、携帯/PHSの保有
率が高い。

• 60代～70代は情報機器を
保有していない層も目立
つ。

アンケートの見える化 データ分析

ＤＸの取組みの示唆

1. 20代から50代には、スマートフォンやＰＣ、タブレット
の保有率の高さを生かした、オンラインを活用したデジ
タルサービスは有効的。

2. デジタル格差とならないよう、高齢者向けに紙の業務フ
ローも継続するが、今後、スマートフォン世代が高齢者
層へとシフトすることも念頭に取り組んでいく。



情報機器をどのような目的で使用しますか？（複数選択可）
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１）2023年の回答者数
・3,312人

２）2023年の上位回答
• 2. 情報収集

…873人／80.1%
• 1. 電子メール

…609人／55.9%
• 3. ショッピング

…599人／55.0%

３）アンケート分析
• 「情報収集」が大幅伸

（H25→R5で+26%）。行
政情報は検索前提・スマホ
前提で探される状況。

• 「ショッピング」「予約」
が伸び、生活手続き＝オン
ラインで済ませたいが定着。

• 発信・参加系（HP/SNS発
信・書込み閲覧）も増加傾
向＝双方向コミュニケー
ションの余地が広い。

アンケートの見える化 データ分析

ＤＸの取組みの示唆

1. 市民が市の情報を簡単に収集できるよう見やすい
ホームページのコンテンツ配置やレイアウトを検
討。

2. そのためにも、どこから情報収集しているのかと
いう導線のデータ分析も必要。

3. オープンデータの取組みは今後も継続。



情報機器をどのような目的で使用しますか？（複数選択可）(年代別比較)
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１）アンケート結果
• 「情報収集」

…26.30%
• 「電子メール」

…18.35%
• 「ショッピング」

…18.05%
• 「SNSへの書込・閲覧」

…13.47%
• 「各種予約・レンタル」

…11.87%

２）アンケート分析
• 20代～30代の若年層では、

SNSでの情報発信やコ
ミュニケーションサイト
の閲覧・書き込みが3割を
超える。

• 60代～70代の高齢者世代
では、「情報収集」「電
子メール」の割合がとも
に5割を超える。

アンケートの見える化 データ分析

ＤＸの取組みの示唆

1. 若年～中堅層向けには、デジタルを活用した行政
の手続きの簡素化が効果的。

2. 高年代向けには、情報収集や問い合わせがしやす
いように大きな文字や音声ガイドなど分かりやす
い案内の取組みを検討。

3. SNSを活用した情報発信も効果が見込める。



あなたは市政にどの程度関心をお持ちですか？
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１）2023年の回答者数
・1,138人

２）2023年の上位回答
• 2. 多少関心を持っている

…529人／46.5%
• 3. あまり関心を持っていな

い
…416人／36.6%

• 1. 非常に関心を持っている
…106人／9.3%

３）アンケート分析
• 「非常に」はH30→R5で

低下、「あまり」は増加。
• 関心層（1+2）＝55.8%だ

が、その中心は「多少」。
熱心層（非常に）9.3%は
小さく、無関心層
（3+4）41.6%が厚くなっ
ている。

アンケートの見える化 データ分析

ＤＸの取組みの示唆

1. 市政情報は届いているが、自分ごと化・参加の
きっかけが弱く、関心が深まりにくい可能性あり。

2. 分野別の短いテーマでプッシュ型通知を行い、興
味関心を引く取組みの検討。

3. 意見の見える化を実施し、言っても変わらない感
を解消する。



（「１．」「２．」を選択された方）どのような形で参加したいですか？
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１）2023年の上位回答
• 4. HPの問い合わせメール

で意見
…196人／30.9%

• 5. 投書箱に投函
…125人／19.7%

• 2. パブリックコメントで
意見

…101人／15.9%

２）アンケート分析
• 最も選ばれているのは

「短時間・非対面」で出
せるHPメール。

• 投書箱への文書投稿の参
加も2割近くいる。

• 会議への直接参加（直接
8.8%／WEB9.8%）は少数
派。

アンケートの見える化 データ分析

ＤＸの取組みの示唆

1. より短時間・非対面で簡単に参加できる手法をデ
ジタルの技術を使って取り組むことができる。

2. 行政とのタッチポイントとなっているアプリを活
用し、参加を行う方法は効果的。

3. 投書箱への意見は、AI-OCRを活用してデジタル化
し、オンラインでの公開・検索性を高める取組み
も検討。



（「３．」「４．」を選択された方）選択した理由をお聞かせください。
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１）2023年の上位回答
• 自分の生活に関する施策

が分からないから
…199人／42.2%

• 自分の意見が市政に反映
されると思わないから

…174人／36.9%
• 単に市政に興味がないか

ら
…77人／16.3%

２）アンケート分析
• 量的・質的に最大なのは

「施策が分からないか
ら」で、約４割の回答。

• 「意見が市政に反映され
ない」との回答の増加率
が一番高い。（80 → 174
増加数：94 増加率：
117.5%）

アンケートの見える化 データ分析

ＤＸの取組みの示唆

1. 市政参加を促すために、まずは知ってもらうため
にプッシュ型の情報発信の取組みから検討。

2. 各部署が行う市民参加型イベントにおいて、現場
の負担緩和や効率化を支援する側面から、全庁的
に使用するデジタルツールやデジタル技術の導入
を検討し、より参加者へのケアにリソースが割け
るよう支援。



市役所への要望がある場合、どのような方法を選びますか？
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１）2023年の回答者数
・1,138人

２）2023年の上位回答
• 市役所に直接申し入れる

…299人／26.3%
• HPの問い合わせメールで

要望
…298人／26.2%

• 何もしない
…188人／16.5%

３）アンケート分析
• 直接申し入れとHPメール

の割合で半数を占める。
• 全体的に集団・仲介（自

治会・議員）は1割未満に
とどまり、個人→行政へ
直接要望が主流。

• 何もしない（17.0%）も全
体に占める割合が高いが、
減少傾向。

アンケートの見える化 データ分析

ＤＸの取組みの示唆

1. HP問い合わせメールが、対面と同率トップまで伸
長しているため、デジタルによる問い合わせ対応
の充実を図る。

2. 何もしない→問い合わせをするために、問い合わ
せ先の入口・手応えの体験・見える化を検討。

3. オンラインでの問い合わせは、AIや自動化などデ
ジタル技術を駆使し、業務効率化も視野に検討。



市役所への要望がある場合、どのような方法を選びますか？ (年代別比較)
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１）アンケート結果
• 「市役所に直接申し入れ

る」
…26.27%

• 「ホームページの問い合
わせメールで要望」

…26.19%
• 「何もしない」

…16.52%
• 「自治会に頼む」

…9.40%

２）アンケート分析
• 10代から40代の層では、

「ホームページの問い合
わせメールでの要望」の
回答割合が最も高い。

• 50代～70代以上の層で
「市役所に直接申し入れ
る」の回答割合が高い。

• 60代以上の高齢者層では
「自治会に頼む」の割合
が他の年代よりも高い特
徴あり。

アンケートの見える化 データ分析

ＤＸの取組みの示唆

1. デジタルのワンストップ総合窓口を設置し、デジ
タルが得意な若年層～中堅層向けが要望を出しや
すくする。

2. 自治会と市との双方向のやり取りをデジタルによ
り、スムーズに行える環境構築を検討。

10代～40代 50代～70代以上



市民参加によるまちづくりの実現のために、大切なことは何ですか？
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１）2023年の回答者数
・1,793人

２）2023年の上位回答
• 3. 市民アンケート等に答

える
…617人／54.2%

• 6. 情報公開制度の活用
…230人／20.2%

• 5. ボランティア活動への
参加

…169人／14.9%

３）アンケート分析
• 市民アンケートへの参加

が反転上昇傾向。
• 自治会参加が、継続して

減少傾向。
• 最も重視されるのは「短

時間・非対面」でも関与
できる仕組み。

• イベント型や継続関与
（自治会・管理）は相対
的に少数派。

• 行政の情報公開制度を求
める意見が堅調な推移。

アンケートの見える化 データ分析

ＤＸの取組みの示唆

1. 「日常のスキマ時間」で参加できる機会を増やし、
結果の見える化で参加の手応えを高める。

2. イベント参加は低位→オンライン説明会・アーカ
イブ視聴など時間拘束を下げる工夫が必要。

3. 情報公開＝オープンデータ／検索性の高い公開
ページの整備が参加の土台。



市民参加によるまちづくりの実現のために、大切なことは何ですか？ (年代別比較)
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１）アンケート結果
• 「市民アンケート等に答

える」
…34.41%

• 「情報公開制度の活用」
…12.83%

• 「ボランティア活動への
参加」

…9.43%
• 「自治会への加入」

…8.92%

２）アンケート分析
• 全年代で「市民アンケー

ト等に答える」の回答割
合が最も多い。

• 10代～30代においては
「情報公開制度の活用」
の回答割合15.26%と全体
平均よりも高い。

• 60代～70代では「自治会
加入」の回答割合が
16.07%と全体平均よりも
高い。

アンケートの見える化 データ分析

ＤＸの取組みの示唆

1. 誰もがすぐに参加できるようアンケートのポータ
ルサイトを市HPで常設し、参加の利便性を図る。

2. 自治会専用のポータルサイトを常設し、自治会か
らの情報を若年層～中堅層が収集できるよう検討。

60代～70代以上10代～50代



あなたは、市の情報を何から得ていますか？（〇は 2 つまで）
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１）2023年の回答者数
・1,874人

２）2023年の上位回答
• 広報誌「広報おきなわ」

…688人／60.5%
• 新聞・テレビ・ラジオ

…320人／28.1%
• インターネット（市ホー

ムページ）
…244人／21.4%

３）アンケート分析
• 最も機能しているのは市

の広報誌。
• 情報発信の設問を「イン

ターネット・SNS」でグ
ループ化してみると、占
める割合は年々高くなっ
ている。

アンケートの見える化 データ分析

ＤＸの取組みの示唆

1. 毎月手元に自宅に届く紙の広報誌を、デジタル版
として周知・普及することで、市の情報発信の効
果が高まると期待。

2. 自分の見たい分野の情報を、定期的に受け取れる
「マイ広報誌」の可能性を検討。



あなたは、市の情報を何から得ていますか？（〇は 2 つまで） (年代別比較)
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１）最新年度の回答者数
• 「市が発行する紙媒体

等」
…47.44%

• 「インターネット・SNS
等」

…20.97%
• 「メディア媒体（新聞・

テレビ・ラジオ）」
…18.36%

• 「親族、知人等」
…9.66%

２）アンケート分析
• 各世代とも広報誌や市が

発行するチラシを中心と
した情報収集との回答割
合が最も高い。

• 30代～40代では、イン
ターネット・SNSによる
情報収集が3割近くいる。

• 20代以下、70代では新
聞・テレビ・ラジオ等の
メディア媒体での情報収
集が2割を超えている。

アンケートの見える化 データ分析

ＤＸの取組みの示唆

1. どの世代でも、広報誌を手段と情報収集が主流で
あるため、今後も紙・電子で広報誌を積極的に活
用する。

2. 電子申請や電子手続きが行える電子フォームの２
次元バーコードを広報誌に掲載し、デジタル完結
の導線づくりを検討する。



あなたは、まちづくりに参加したいと思いますか？
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１）2023年の回答者数
・1,138人

２）2023年の上位回答
• 2. 機会があれば参加した

い
…537人／47.2%

• 4. わからない
…352人／30.9%

• 3. 参加したくない
…170人／14.9%

３）アンケート分析
• 参加意向は「積極2.5％」

「機会47.2％」で合計
49.7％にとどまる。

• 「わからない30.9％」「参
加したくない14.9％」で
45.8％に達する。

• H25→R5で「積極4.8％
→2.5％」「機会61.0％
→47.2％」と参加意向低下
の推移。

• 「関心あるが踏み出せな
い」層の増加を踏まえ、参

加しやすい環境が必要。

アンケートの見える化 データ分析

ＤＸの取組みの示唆

1. 短い時間でアンケート等に回答できるなど、デジ
タル技術やアプリを活用し、簡単に参加できる環
境の用意を検討。

2. 回答後の結果がすぐに分かるようにし、参加した
後の手応えを体感できるようなデジタル技術の活
用を検討。



（参加したいと回答した方）どのような分野に参加したいと思いますか？（〇は 3 つまで）

22

１）2023年の上位回答
• 13. 健康づくり

…168人／29.7%
• 7. 子育て支援

…154人／27.3%
• 4. 社会教育（生涯学習・

スポーツ）
…102人／18.1%

２）アンケート分析
• 健康づくり 168人

（29.7）と子育て支援
154人（27.3％）が最多で
世代横断の関心軸。

• 防災 95人（16.8％）、高
齢者福祉 96人（17.0％）
が伸長し地域の安心・介
護予防ニーズが顕在化。

• 総括として生活直結分野
の関与意欲強化が確認さ
れ施策の付けが重要。

アンケートの見える化 データ分析

ＤＸの取組みの示唆

1. 本設問は、各分野の個別ＤＸを取り組む際に、ど
の分野から重点的に取り組んでいくかの検討に用
いることができる。

2. 特に「健康」と「子育て」が突出して多いので、
より市民が参加しやすいサービスの設計を検討し
ていく。



（参加したくないと回答した方）参加したくない理由をお聞かせください。

23

１）2023年の上位回答
• 時間的に余裕がない

…66人／38.8%
• あまり関心がない

…38人／22.4%
• 参加してもしなくても大

きな違いはない
…21人／12.4%

２）アンケート分析
• 暦年で「時間がない」

31.9％→38.8％と再上昇。
• 「関心がない」は

29.7%→22.4%と緩やかに
低下する一方で「効果が
ない」感は、
11.9%~12.4％で横ばい。

• 上位のアンケート結果は、
2018年で、前回比で一度
下がっているが、その後
の2023年で再上昇してい
る傾向あり。

アンケートの見える化 データ分析

ＤＸの取組みの示唆

1. 「関心がない」「行政がやるべき」という層に関
心を向いてもらうべく、行政が実施する範囲とあ
わせて、市民が行政をサポートできる範囲を説
明・サポートした実績を”見える化”することで、
協働で取り組んでいく体制を構築。



沖縄市の行政改革で、優先すべきことは何だと思いますか？（〇は 2 つまで）

24

１）2023年の回答総数
・1,810件

２）2023年の上位回答
• 4. 申請書類・窓口手続き

の簡素化
…314人／27.6%

• 2. 経営的な視点を取り入
れた事業の効率化

…214人／18.8%
• 13. わからない

…173人／15.2%

３）アンケート分析
• 「申請・窓口簡素化」が

314人（27.6%）と第1位
で上昇傾向。

• 「経営効率化」214人
（18.8%）、「人件費適正
化」170人（14.9%）が上
位に占める。

• 2023年の調査で「DXの推
進」が新設。115人
（10.0%）と中位に入って
いる。

アンケートの見える化 データ分析

ＤＸの取組みの示唆

1. 市民ニーズ1位の「申請・窓口簡素化」をDXの最
優先テーマに設定し、オンライン申請の拡充を検
討。

2. DXの役割を知ってもらうためにも、業務効率化に
よる待ち時間短縮等の具体的効果の見える化・周
知や発信が必要。



市役所に対し、特に力を入れてほしいと思う事業は何ですか？（３つまで）

25

１）2023年の回答総数
・3,142件

２）2023年の上位回答
• 7.子育て支援の充実

…377人
8.こどもの貧困対策の充実

…309人
• 16. 商店街の活性化

…191人

３）アンケート分析
• 件数ベースでは「子育て

支援（377人）」「こども
の貧困対策（309人）」が
上位2項目で、子育て世代
への施策が最優先課題。

• 回答件数が全体に占める
割合ベースでは「自治体
DX推進」は低位だが、
2013年 0.83% → 2023年
1.27%と緩やかな上昇傾向。
また、「教育の充実」も
上昇傾向にある。

アンケートの見える化 データ分析

ＤＸの取組みの示唆

1. DX要望は単独では低いが、上位の子育て・福祉分
野と組み合わせてＤＸの取組みを検討。

2. 生活直結分野（子育て・福祉）や地域基盤（経済
活性化）などに、DXの取組みと親和性が高い分野
がある。活用ニーズを掘り起こす取組みを検討。

ＤＸの取組み



26

アドバイザーの助言・評価



アドバイザーの助言・評価

27

⚫ 必ずしもデジタル・ＤＸを実感してもらうことは大事ではない。

➢ デジタル、ＤＸと知らずに住民の生活に溶け込んでいることが大事である。

➢ デジタル化・システム化ありきではない、サービス向上の在り方にも留意すること。

⚫ 各年代の回答は「割合」ベースで見える化・分析を行うことが望ましい。

➢ 回答の数だと、各世代と比較して若年層の回答数が小さい。

➢ 回答数ベースで比較すると回答が多い世代の結果に偏るため、割合ベースで分析することを推奨する。

⚫ 個別施策は、全体、年代別のアンケート結果をもとに検討したほうがよい。

➢ 若年層と高齢者層で、生活様式の違いがあるので、年代を踏まえた個別施策は大事である。

➢ なお、性別でＤＸの取組みを変えるというものは見かけないので、男女別回答は、男女のニーズや意識

を把握するまでに留めて、データ分析したほうがよい。

レポート全体への助言



あなたにとって沖縄市は住みよいですか？

28

⚫ ＤＸの取組みの示唆について

➢ デジタル分野というよりも、行政サービスが便利になったか、の視点で個別施策を設計する。

➢ 必ずしも、デジタル化を実感させることが重要ではない。

➢ 体感づくりは、住民がサービスが便利になったと理解・共感してもらうナラティブな取組みが重要。

➢ 各部署・各分野のＤＸの取組みを定期的に広報・ニュース発信することは、ナラティブな取組みに有用。

助言・評価

アドバイザーの助言・評価



あなたにとって沖縄市は住みよいですか？（年代別比較）

29

⚫ データ分析について

➢ 「住みにくい」と回答している割合が、50代になって増加しており、60代で縮小しているが、その後

70代以上で増加している。

➢ １つの仮説として、これまで気にしていなかった行政の取組みが自分ごととなり、結果として不満を感

じる層が増えた可能性もある。（例：親や本人が活用する福祉サービス全般など）

助言・評価

アドバイザーの助言・評価



あなたはどのような情報機器をお持ちですか？（複数選択可）

30

⚫ データ分析について

➢ スマートフォンの保有率の傾向は全国規模で同じ推移。今後も増えていくと思われる。

⚫ ＤＸの取組みの示唆について

➢ ５年先10年先を見据えるのであれば、スマートフォン、パソコン保有者を前提としたサービス設計を原

則とした方がよい。

➢ 住民向けの紙・電話対応の業務フローもすぐには無くせないが、継続ではなく、縮減を意識したサービ

ス設計を検討したほうがよい。

助言・評価

アドバイザーの助言・評価



あなたはどのような情報機器をお持ちですか？（複数選択可）（年代別比較）

31

⚫ ＤＸの取組みの示唆について

➢ デジタル格差、デジタル・デバイドの対策フェーズは今後縮小すると思われる。

➢ 今は、スマートフォンの保有率の上昇も相まって、現在のフェーズは情報セキュリティ、デジタルリテ

ラシーをどう向上させるかというフェーズに移行している。過度にデジタル格差に配慮し、既存の紙業

務フローを残すのではなく、今後の動向も踏まえて、縮減に努めることが大事。

➢ 生涯学習コンテンツや市民向け研修で、デジタル・リテラシーを高める講座を用意することは効果的。

助言・評価

アドバイザーの助言・評価



情報機器をどのような目的で使用しますか？（複数選択可）

32

⚫ ＤＸの取組みの示唆について

➢ 市民の情報収集をしやすくするために、AIを使用したサイト内検索の取組みも有用。

➢ 情報収集後に、市への申請件数や問い合わせ件数が増えるなど、ユーザーに起こしてほしい行動目標

（コンバージョン）を増やす取組みも施策として検討できる。

➢ オープンデータの取組みとデータの見える化は今後も不可欠。情報収集しやすくするだけではなく、行

政の説明責任、問い合わせを減らしていく上でも、継続していくことを薦める。

助言・評価

アドバイザーの助言・評価



情報機器をどのような目的で使用しますか？（複数選択可）（年代別比較）

33

⚫ ＤＸの取組みの示唆について

➢ 市民が市と普段どこで接点、タッチポイントを持っているのか、も確認したほうがよい。

➢ 接点を持っている情報機器に合わせて、行政サービスの設計を行うことができる。

➢ 市公式LINEを活用した情報発信の取組みとあわせて、得た情報から市に申請や問い合わせが行える等

双方向のコミュニケーションに向けた取組みも検討できる。

助言・評価

アドバイザーの助言・評価



あなたは市政にどの程度関心をお持ちですか？

34

⚫ データ分析について

➢ 「あまり関心を持っていない」が伸びているが、そもそも「市政」というワードを、アンケート回答者

がどう捉えたかは大事である。「子育て」「防災」等を市政と捉えるなら、関心は高いと思われる。

⚫ ＤＸの取組みの示唆について

➢ 市公式LINEを活用した情報発信時に「各分野ごと」に分けて行うプッシュ通知の取組みが検討できる。

助言・評価

アドバイザーの助言・評価



（「１．」「２．」を選択された方）どのような形で参加したいですか？

35

⚫ 取組みへの助言

➢ 市政参加は、市がどのようなやり方で参加してほしいか、という視点を持つこと。

➢ 市が負担のかかるやり方だと、そもそも市政参加を促す行動を市側が取れなくなることも心配される。

➢ 市にとって負担がかからず、効率的であるという手法を検討した上で、改めて、市民への参加を呼び掛

ける方法を検討していただきたい。

⚫ ＤＸの取組みの示唆について

➢ デジタルを活用した市民参加の方法として、アンケート形式で投票・回答し、すぐに結果が分かるオン

ライン投票システムは効果的と考える。

助言・評価

アドバイザーの助言・評価



（「３．」「４．」を選択された方）選択した理由をお聞かせください。

36

⚫ 取組みへの助言

➢ 市政参加型プラットフォームで好例なのは、バルセロナの「Decidim」が挙がる。国内だと加古川市が

同様の取組みで有名。

➢ 市民参加で大事なのは、ファシリテーター役の存在。ツールはあくまでツールでしかないので、市民参

加を促す場合は、ファシリテーター役もセットで検討を進める。

➢ 市民参加には良質な参加者も大事である。単に要望・陳情・クレームで留まらず、市と一緒になって考

えてくれる市民の養成も必要と考える。

⚫ ＤＸの取組みの示唆について

➢ 庁内の市民参加型イベントの取組みを支援する上で、ファシリテーターを必要とする際には、AIファシ

リテーターの活用も検討できる。

助言・評価

アドバイザーの助言・評価



市役所への要望がある場合、どのような方法を選びますか？

37

⚫ ＤＸの取組みの示唆について

➢ リアルな総合窓口の強みも存在するので、デジタル総合窓口一本で行くかどうかは、市民に寄り添って

検討を行うこと。

➢ デジタル総合窓口の強みは、問い合わせ内容のデータ分析をログから行えること。日頃からログを分析

し、分析結果から市民の要望を把握することで、サービスの向上にも繋がっていく。

助言・評価

アドバイザーの助言・評価



市民参加によるまちづくりの実現のために、大切なことは何ですか？

38

⚫ 取組みへの助言について

市民アンケートの参加の推進

➢ 市民アンケートの実施にあたっては、参加する市民側のリテラシーを上げることも重要である。

➢ 市民側のリテラシー向上、レベルアップを図るために各分野の教育コンテンツをアンケートと一緒に準

備することも留意していただきたい。

自治会加入の促進

➢ 自治会参加を推進するためには、そもそも自治会側の負担緩和の取組みから行う必要がある。

➢ 特に広報誌やチラシの配布など、紙を使った業務が自治会側の負担になっていると思われる。

➢ 逆に、行政側が自治会の全面的な面倒をみたことで住民自治としての機能がうまく働かなかった事例も

ある。

➢ 今後は、負担緩和とセットで自治会に新しい役割を担ってもらうことが加入促進に繋がると思われる。

➢ 福島県浪江町では「タブレット教室」を自治会側で開催したところもある。

助言・評価

アドバイザーの助言・評価



あなたは、市の情報を何から得ていますか？

39

⚫ データ分析について

➢ インターネット・SNS等の設問があるが、市公式アプリと知らずに情報収集をしていたり、”インター

ネット”の解釈が分かれてしまったりして、結果、広報誌よりも回答が低くなってることも推測される。

⚫ 取組みへの助言について

➢ インターネット・SNS等デジタルを活用した情報収集は、今後、高まってくると見込み、沖縄市の電子

版広報誌（アプリ含む）の周知・普及の取組みが検討できる。

助言・評価

アドバイザーの助言・評価



あなたは、まちづくりに参加したいと思いますか？
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⚫ 取組みへの助言について

➢ 本アンケートでいう「まちづくり」という定義は、多岐に渡ると思われる。（本レポートでは”市政に

市民が参加し、自ら声をあげて変えていく”ということで整理した。）

⚫ データ分析について

➢ 「わからない」層の増加が見られるが、参加への可否ではなく、そもそも「まちづくり」とは何かが分

からないため、そのまま回答に至ったことも考えられる。

➢ 市公式アプリや申請フォームでの通報や報告件数を分析し、現状把握に使うこともできる。

助言・評価

アドバイザーの助言・評価



（参加したいと回答した方）どのような分野に参加したいと思いますか？（〇は 3 つまで）

41

⚫ 取組みへの助言について

➢ 本アンケートは、各分野の個別ＤＸを検討する際に、活用することができる。

➢ 全国的に見ても「健康」、「子育て」、「福祉」、「防災」は興味関心が高い分野である。

➢ 市全体で進めるＤＸの個別施策と並行して、上記分野から中心となって、市民サービスの向上や参加を

促進する取組みを検討することは、正しい方向性と判断できる。

助言・評価

アドバイザーの助言・評価



（参加したくないと回答した方）参加したくない理由をお聞かせください。

42

⚫ データ分析について

➢ 「時間的に余裕がない」の増加は、社会構造や働き方が変わり、以前より心のゆとりがない可能性も。

➢ 今後の社会の動向を考えると、「時間的に余裕がない」の回答は増加するものと推測する。

⚫ 取組みへの助言について

➢ 余裕がない層を取り込むよりも効果が狙える層は、「４．参加しなくても大きな違いはない」と「６．

あまり関心がない」層だと考える。

➢ 市民参画型のイベントにおいて、市職員が自らファシリテーターとして参加することで、参加者の声が

届くという体験を与えられる。

➢ ファシリテーター職員の負担軽減やイベント参加にリソースを割けるような取組みを検討。

助言・評価

アドバイザーの助言・評価



市役所に対し、特に力を入れてほしいと思う事業は何ですか？（３つまで）

43

⚫ データ分析について

➢ 「申請書類・窓口手続きの簡素化」は市民ニーズが高い。各年度の回答に占める割合ベースで比較して

も、年々高まっている。

⚫ 取組みへの助言について

➢ 「窓口業務」ＤＸは、積極的に推進し、市民のサービス向上を図っていくことが望ましい。

➢ ＤＸ推進の期待もあることから、各分野の取組状況を広報することとあわせて、取組状況をオープン

データ化することで、情報公開のニーズに対応すること検討できる。

助言・評価

アドバイザーの助言・評価



44

既存アンケート調査のデータ分析を受けた

個別施策の検討



既存アンケート調査のデータ分析を受けた個別施策の検討

45

⚫ 部署横断的に検討する個別施策について

➢ 市役所窓口で行う申請・手続きの簡素化に向

けたデジタルの取組み。

➢ SNS・LINE等を活用した情報発信とあわせ、

各ユーザの属性にあわせたプッシュ型通知。

➢ 短時間で市政参加ができるオンライン投票シ

ステムや合意形成プラットフォーム。

➢ 市民と市が双方向のコミュニケーション、や

り取りが行えるデジタルツール。

➢ 自治会を活用した新たな市民参加の取組みや

デジタル技術を活用した支援。

➢ 情報公開としてオープンデータの推進。

助言・評価

⚫ ＤＸ施策を検討する個別分野について

➢ 「子育て・教育」分野

• 子育て支援の充実

• こどもの貧困対策

• 教育の充実

➢ 「健康・福祉」分野

• 生活困窮者支援の充実

• こどもの貧困対策

※ 個別分野は「市役所に対し、特に力を入れてほしいと思う事業は何です
か？」の回答について、2023年度で100件を超えており、回答割合ベースで
増加推移、かつ、前年度比でも増加推移している項目を列挙しています。
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沖縄市ＤＸ推進課

次期ＤＸ推進計画策定に伴う既往アンケート調査分析アンケート


